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R'=0.9789 D.Wニ 0，1839 SE=33223.4 
(1 -1) 
(T:全交通機関旅客輸送量，単位は百万人キロ ;t時間変数，t=ltoN; 





1) 詳細については，佐和隆光『数理経済分析¢基礎』筑摩書房:， 1979年，増補版.49-62ベ ジを
事照ゐ
旅客輸送の時系列分析 (193) ，65 
前期の旅客輸送量を説明変数とLて自己回帰式を推定した。
log T=0.0379十1.787log T_1-O.7894 log T-2 (1-2) 
(13.63) ( -6.062) 
R2=0.9996 SE=0.0212 D.W=1.763 SP: 1957~82 





log T=0.0379 + (1.787-0.7894) log T-1 +0.7894(logT_1-1og T-2) 
























































R'=0.893 D. W=0.099 SE=21022.5 MAPE=7.714 SP: 1955~82 
(T，:鉄道旅客輸送量，単位は百万人キロ e'残差。〕




e= -538.31 +0.993 e_， 
(15.04) 
(1 -6) 
R'=0.8969 D.W=O.7687 SE=6583.8 MAPE=69.72 SP: 1956~82 
(e (残差)=実績 (1 -5)式推定値 e-l:前期の残差。〕
残差の自己回帰推定式(1-6)を1次トレンド式(1-5)に代入すると，次
2) 佐和隆光前掲書， :252ペ ジを参照。






T，=10800.5+1.022 T.-， -696.14 t cl -8) 
(19.199) (ー1.643)









(1ー η式 r1 =] 51.612.69 +72，13. 73t-j-Q. 993e_1 
~~~~~~~"'~'~'_'~!_.r ~ " ， 
56 60 65 70 75 80 2
注『運輸統計要覧』に上る計算 7戦位ほ百万人キロロ
の そのほかに，計算された最小2乗残差の系列にもとづいて，誤差項の分散共分散の推定を〈り




T，.= 66576.3+ 12418t-283.453t! 
(18.45) (ー 12.59)






log T，ニ9.871+0.2149 t-O口0363" 
(22.46) (ー 11.33)







































R'~O.9966 D.W~O.789 MAPE=1.521 SP: 1955-82 
('1'..国鉄旅客輸送量.， Tb 私酷旅客輸送量，単位はいずれも百万人守 p ，) 
、










T， =1276.79+519.27 t-12.925 t' 
(5日76) く-3.123)
R'=0.8日5 D. W=O.388 MAPE=12:854 SP: 1960~82 
(T， :旅客船旅客輸送量，単位は百万人キロ〉





log T，=9.17十0.0767t(1-D，) -0.021 t(D，)ー 1.46(1-D，) ( 1 -12) 
(16.005) (ー1.72) (-5.916) 
R'=O.9558 D.W=O.624 MAPEニ 0.679 SP: 1955~82 



































1ogT3~9.17十 O.0767t (1-D，) -0. 02lt (D，) 
-1.46(1-D，)・・ (1ーユ2)式







log T， =4.8079+0.34896 t-0.005263 t' 
(25，39) (ー 11.445)
(1-13) 
R'=0，9932 D， W=O.6754 SE=O，142 MAPE=1.4355 
SP: 1955~82 
ロジスティック曲線モデノレ.
359日一一."-4-1+e5五百三仏267044t ( 1 -14) 





















































































10) 前田義信『交通学要論』ミネルヴァ書房， 1973年， 99ベー ジを参照。





log T=9.19403+0.9241221og C 
(66.527) 
(2 -1) 









-1.73(1←わJ …(2-2)式 即 日(.~--~

















3.10 3.50 4山 4日4.83
注 T 全主通機関旅客輸送量， 単位は百万人キロ，運輸省『運輸経済
統計要覧』各年版による c嬰賀民間最終消費主出指数. 1975= 
100，経済企画庁『国民経済計算年報』各年版による。 の数字は
年度である。






log T=10.618 +1.00 lug C(1-D71) + 
く133.87)
0.6161og C(Dll) -1.73(1-D，，) 
(17.213) (-10.18) 
R'=0.9995 SE=0.013 D.W=1.48 SP: 1955~82 













log T=lO.704+0.999 log C(l-D12) +0.598 log C(D1z)-1.77B(1-D12) 
(107.12) - -(10.56) -(-6.62) 









i 日 間耳 1956-72キ
ι_I__b J竺







(リ IogT=a+b Iog C 
1973-82キキ
R' b D.W 
0.999 0.591: 1.44 
(13.6) 
0.934 口066 1.25 
↓〈ー1.4)
0.998 1.055 1.54 
(19.8) 






























月 T I r/(1-s) I D.W I R' J 戸 7 I r/(I-s) I D.W I R' 
0.344 0.649 0.990 1.25 0.999 0.321 0.397 0.585 1.'70 0.969 
(1.8) (3.3) (1.6) (3.0) 
0.663 0.0840.724 2.76 0.982 0.351 -0.07 -0.11 1.08 0.479 
(4.5) (1.3) (1.9) (ー1.8)
0.442 0.991 1.775 1.00 O泊98 0.182 0.868 1.062 1.86 0，982 
(2.6) く3.2) (0.9) (4.1) 
0.683 0.357 1.123 1.82 0.970 0.364 一0.472 -0.740 2.00 0.859 
(3.2) く1.8) (0.83) (-1.14) 
0.703 0.829 2.793 0.99 0.991 0.399 1.250 2.078 1.45 0.966 
























































推定式| log T=a+bt 
a b SE R' 
全突通機関 12.08 0.0629 0.045 0.281 0.946 
鉄 道 11.97 0.0313 0.1099 0.076 0.851 
国鉄 11.60 0.0280 0.131 0.085 0，764 
民鉄 10.81 0.0372 0.075 0.087 。.945
自動車 10.40 0.1097 0.2397 0.078 0.936 
旅客船 7.924 0.0459 0.172 0.227 0.774 











推定式 !ogT=a+白(1-D，) +ct(D，) +dοD72) 
α b c d SE 且2
全交通 13.04 0.084 0.020 -1.13 0.019 1.20 0:999 
(98.3) (97) (-22.7) 
鉄 道 12.71 0.049 -0.0018 -0.88 0.047 0.32 0.975 
(22:7) (ー0.34) (ー7.0)
国鉄 12.55 0:048 -0.015 -1.12 0.056 0.32 0.960 
(18.8) (-2.4) (-7.6) 
私鉄 11.17 0.050 O.020!<i -0.460 0.033 0.49 0.992 
(33.2) (5.6) (-5.2) 
自動車 12.05 0.151 0.035 -1.99 0.039 1.14 0.998 
(84.7) (8.1) (-19.1) 
旅客船 9.35 0.066 -0.0299 -1.584 0.059 1.41 0.976 
(15.0) (-4.6) (-12.5) 
航 クー匂い 8.201 0.247 0:080 -3.05 0.155 0.58 0.992 
(35.0) (4.7) (-7.4) 
注 D72:1955-72年度=0(旅客船はJ 1960-72=0)， 1973-82年度=1。
均上昇率がマイナスに転じた。










旅事J輸送の時系列分析 (209) 81 
動車が56.2%(そのうち，乗用車が43.2%，パスが13.0%)に急増 L 交通機
関旅客輸送量のトッフEの座を奪った。鉄道が 2位に後退し， 39.3% (そのうち，
国鉄が23.7%，民鉄が15.6%) となった。また，航空も旅客船を追い越し， 3.7 
%の分担率に増加し，旅客航がわずか0.7%に減退した問、
以上のような代替関係の発生は，各交通機関の基本的な性質によるものであ
る。所得の上昇による自家用車保有の増加，自動車利用の便利さなどは，旅客
輸送需要が鉄道から，自動車へ移動するのを加速した。鉄道と航空は，互L、に
運賃とスピ トの差を縮める努力により，競争を展開しているが，消費支出。
拡大に伴う航空旅客輸送量の急増は，鉄道旅客輸送量の停滞をもたらした。旅
客船は迅速性に失けているので，遠距離輸送においては所得水準の向トに伴い，
次第に，鉄道，さらに自動車，航空機によって，交替される。要するに，旅客
輸送需要の代替性による各交通機関の競争は，単に運賃価格のみならず，技術
的条件，所得水準の変化，利用の便利吉，安全性，安楽感など多方面にわたっ
て進められている。この過程においては，交通構造には絶えず変動が起り，発
展が促進される。
今日の日本の旅客輸送においては，航空が急速に増加する中で，乗用車を中
心に，鉄道を補助に，新しい交通体系が形成しつつある。
0984年10月〉
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